
ブロードバンド・オープンモデル実証実験の実施について（案）

資料４－４

１ 自治体の行政改革モデル検証

W bによる行革可能性検証（400団体程度を目途）・ Webによる行革可能性検証（400団体程度を目途）

・ 実運用試験（ネットワークセキュリティ検証を含む5～実運用試験（ネットワ クセキュリティ検証を含む5
10団体程度）

小 中学校教員の業務支援

２ 地域課題解決支援システムの検証

・ 小・中学校教員の業務支援
（宮古島市教育委員会と調整中。教員数400人程度）

・ チャレンジドへのトップ技能修得機会の提供
（全国10箇所程度で双方向オンライン開催）

・ 医療統計情報分散共有ネットワークの構築
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１ ブロードバンド・オープンモデルによる
自治体の行政改革モデル検証自治体の行政改革モデル検証

W bによる行革可能性検証・ Webによる行革可能性検証

実運用試験・ 実運用試験
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（Webによる行革可能性検証）

自治体の行政改革モデル検証①

１ 対象業務

住民税、住民基本台帳、介護保険、国民健康保険、財務会計、文書管理 等

２ 業務の事前検証

必要機能ごとに取り扱うデータの項目及び当該データに係る処理機能について参加市町村の現
行業務運用と実験対象システム（クラウドサービスとして提供されるもの）を比較し 事前検証を行う行業務運用と実験対象システム（クラウドサービスとして提供されるもの）を比較し、事前検証を行う。

A社システム比較検証

B社システム 実験対象
システム

データ項目
現行業務

運用
C社システム

３ ＩＴリスク管理の事前検証

C社システム

対象業務に係るデータベース及びアプリケーションサーバの所在の変更に伴うＩＴリスク管理に係
る参加市町村の現行のポリシーとサービス提供事業者のサービスを比較し、事前検証を行う。
● データセンターにおけるセキュリティ等
● 庁内ＬＡＮに係るセキュリティ等● 庁内 に係るセキ リティ等
● データセンター・市役所内におけるネットワークに係るセキュリティ等

現行の

比較検証

実験対象

安全性
A社サービス

B社サービス現行の
ポリシー

実験対象
サービス信頼性

B社サ ビス

C社サービス

安定性
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自治体の行政改革モデル検証②
（Webによる行革可能性検証）

サーバー
業務の事前検証、ＩＴリスク管理の
事前検証に使用するアプリケーション
全国の市町村の入力データの保存

他の地方自治体

対象業務：住民税、住民基本台
帳、介護保険、国民健
康保険、財務会計、文
書管 等

他の自治体の入力状況の閲
覧
作業への追加参加

書管理等

総 務 省地方自治体ベンダー

ベンダーや地方自治体が入
力したデータ項目の分析

必要最低限なデータ項目の
策定

ベンダーが入力したデータ項
目との相違項目の洗い出し

独自のデータ項目の必要性
について検証

複数ベンダーの現用ソフト
ウェアのデータ項目や機能、
運用について入力

他のベンダ と相違する 策定

ベンダーや地方自治体が入
力したデータの公開

について検証

他の自治体の入力状況の閲
覧・検索

他のベンダーと相違する
データ項目についてその考え
方を入力
自治体の入力状況の閲覧
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画面イメージ１

基本情報入力画面

自治体コード

市町村名

都道府県名

担当課

担当者

電話番号

メールアドレス

次へ

1

次へ

画面イメージ２

事業者選択並びにデ タ項目及び処理機能の対象業務の選択事業者選択並びにデータ項目及び処理機能の対象業務の選択

Ａ社

Ｂ社

住基 ✓住民税 国民健康保険

住基 住民税 国民健康保険

介護保険

介護保険

財務会計

財務会計

文書管理

文書管理

✓

Ｃ社

Ｄ社

住基

住基

住民税

住民税

国民健康保険

国民健康保険

介護保険

介護保険 財務会計

文書管理

Ｆ社

Ｅ社 住基

住基

住民税

住民税

国民健康保険

国民健康保険

介護保険

介護保険

財務会計

財務会計

文書管理

文書管理

✓ ✓

Ｆ社

入力画面へ

住基 住民税 国民健康保険 介護保険 財務会計 文書管理

※データセンターのITリスク管理確認は必須回答
入力画面へ

※デ タ ンタ リ ク管 確認 必須回答

2

（注）画面順は、「A社 住民税→文書管理」→「E社 住基→財務会計」

画面イメージ３

住民税データ項目検証住民税データ項目検証
機能区分 データ項目 項番 事業者 自治体

チェック欄

機能区分１ 機能区分２ A社 有

資料入力
（オンライン）

申告書入力 個人番号 A‐1 ○ ✓

生年月日 A 2 ○ ✓生年月日 A‐2 ○ ✓

納税者番号 A‐3

氏名（カナ） A‐4 ○ ✓

給与支払報
告書入力

個人番号 B‐1 ○ ✓

生年月日 B‐2 ○ ✓

氏名（カナ） B‐3 ○ ✓氏名（カナ） B 3 ○ ✓

受給者番号 B‐4 ○ ✓

追加項目（追加項目がある場合は入力してください。）

機能区分 データ項目

機能区分１ 機能区分２

入力内容を保存

詳細入力画面へ

詳細入力画面へ 3

画面イメージ４

追加データ項目詳細入力画面

業務名称 機能区分１ 機能区分２

住民税

不足しているデータ項目

このデータ項目が必要な理由

入力内容を保存

4
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画面イメージ５

住民税処理機能確認
機能区分 機能説明 項番 事業

者

自治体
チェック欄

機能区分１ 機能区分２ 機能区分３ Ａ社 有

課税準備 準備入力 年度切替 前年度の特徴義務者情報より課
税実績のある事業所を対象に本
年度分の情報を作成する。

A‐1 ○ ✓

特徴事業所
更新

新規特徴事業所をオンラインから
登録する。

総括表要否、納入書要否の情報
を登録する。

A‐2 ○ ✓

調査票出力 総括表出力 特徴事業所に対し総括表、総括
表一覧を作成する。

B‐1 ○ ✓

申告書出力 本年申告書送付対象者に送付す
る申告書を作成する

B‐2 ○ ✓
る申告書を作成する

追加機能（追加機能がある場合は入力してください。）

機能区分１ 機能区分２ 機能区分３ 機能説明

詳細入力
画面へ

詳細入力
画面へ
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画面イメージ６

追加処理機能詳細入力画面

業務名称 機能区分１ 機能区分２ 機能区分３

住民税

不足している機能

この機能が必要な理由

入力内容を保存
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画面イメージ７

ＩＴリスク管理確認ＩＴリスク管理確認

分類

運用要件

運用内容 項番

自治体チェック欄

区分 区分 十分 不十分
不十分の場合はその内容

区分１ 区分２ 十分 不十分
不十分の場合はその内容
を入力

データセンタ
安定性

サービ
ス時間

365日24時間 A‐1 ✓

デ タリ 障害前 ト ザク 障害発生 時間前トランザク
安全性

データリ
カバリ

障害前日トランザク
ションまで復旧

A‐2 ✓
障害発生1時間前トランザク
ションまで復旧

ＬＡＮ 安全性 情報漏
えい

シンクライアントの利用
による情報漏えい防止

B‐1 ✓

各種
データ
の管理

縮退運転用データ、未
移行データの情報セ
キュリティマネジメント
の実施

B‐2 ✓

安データセン
タ・市町村間
のＮＷ

安定性 不正ア
クセス
監視

不正アクセスのログ分
析、アクセス行為の挙
動監視

C‐1 ✓

追加機能（追加機能がある場合は入力してください。）

分類 区分１ 区分２ 運用内容

詳細入力画面へ詳細入力画面へ

詳細入力画面へ 7

画面イメージ８

追加ＩＴリスク管理詳細入力画面

分類 区分１ 区分２

必要とする管理項目の詳細

この管理項目が必要な理由

8
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画面イメージ９

入力項目最終確認画面

機能 分 デ タ項 項番 事業者 自治体機能区分 データ項目 項番 事業者 自治体
チェック欄

機能区分１ 機能区分２ A社 有 処理機能

資料入力
（オンライン）

申告書入力 個人番号 A‐1 ○ ✓

生年月日 A‐2 ○ ✓

ITリスク管理

納税者番号 A‐3

氏名（カナ） A‐4 ○ ✓

給与支払報告書
入力

個人番号 B‐1 ○ ✓

生年月日 B‐2 ○ ✓

送信

氏名（カナ） B‐3 ○ ✓

受給者番号 B‐4 ○ ✓

9

7



事前検証イメージ 

 

業務名称 項番 データ項目 処理機能 
住民税 Ｂ－２ 区分 1 区分 2 区分 3 

当初課税（バッチ） 申告情報入力 住民番号ダブリ・論

理チェック 

①－1 具体的に異なる点（自治体記載） 

【回答欄】 

課税資料の名寄せにおいて、カナ氏名、生年月日等の突合とは別に、カナ氏名を静音化し

た状態での再突合を行い、候補者リストを出力する機能が無いので追加が必要である。 

静音化対象は、①静音濁音、②静音半濁音、③長音、④同音異字、⑤促音。 

 

 

 

①－2  ①－1 の機能が必要な理由（自治体記載） 

【回答欄】 

アンマッチ分に対する目視確認、手作業による突合結果の入力が必要となり、事務作業量

の増加につながる。 

 

 

 

 

② パッケージの内容として採用していない理由（ベンダ）記載 

【回答欄】 

パッケージ標準の突合機能は、カナ氏名、生年月日での完全一致の他に、前年度の突合情

報（年金受給者など）を引き継ぐことで突合精度を確保しており、効果が得られない。 

また、再突合も行っても結果を目視確認する作業は必要（余計なデータがマッチしてしま

う）であり、作業量の大幅な削減には繋がらない。 

 

 

パッケージにカスタマイズする場合の費用 4（百万円） 

①と②の比較 
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事前検証のための調査票Ⅰ　データ項目（業務：国民健康保険）

機能区分1 機能区分2
軽減区分 A-1
医療保険に関わる減免税額 A-2
後期高齢支援金に関わる減免税額 A-3
介護保険に関わる減免税額 A-4
医療保険（退職）に関わる減免税額 A-5
後期高齢支援金（退職）に関わる減免税額 A-6
介護保険（退職）に関わる減免税額 A-7
減免税額合計 A-8
申告種類コード A-9
所得種類 A-10
専従区分 A-11
配偶者専従者とその他専従者の合計人数 A-12
年金特別控除区分 A-13
扶養人数 A-14
課税区分 A-15
給与収入額 A-16
専従者給与収入額 A-17
年金収入額 A-18
営業所得額 A-19
農業所得額 A-20
その他事業所得額 A-21
不動産所得額 A-22
配当所得額 A-23
雑所得額 A-24
専従者給与控除額 A-25
住民税の課税標準額 A-26
利子所得額 A-27
総合譲渡一時所得額 A-28
株式譲渡所得額と先物取引所得額の合計額 A-29
山林所得額等 A-30
分離譲渡所得額の特別控除後の金額 A-31
分離譲渡所得額の特別控除前の金額 A-32
繰越雑損失額 A-33
繰越純損失額等 A-34
単純固定資産額 A-35
国保共有管理額 A-36
適用税率 A-37
全体税額 A-38
納税期限 A-39
医療保険税額 A-40
後期支援金分の税額 A-41
介護保険分の税額 A-42
医療保険税額（退職分） A-43
後期支援金（退職分）の税額 A-44
介護保険（退職分）の税額 A-45
適用税率コード A-46
指示加入期間 A-47
構成人数 A-48
適用税率コード A-49
構成員選択区分 A-50
主扶養区分 A-51
世帯構成員の生年月日 A-52
申告種類コード A-53
軽減判定所得額 A-54
課税標準額 A-55
固定資産税額 A-56
個人別加入期間 A-57
通知内容区分 A-58
特別徴収各種異動通知の通知区分 A-59
特別徴収各種異動通知の収録する各種年月日 A-60
仮徴収変更額 A-61

徴収方法の切替 特別徴収停止月 A-62

自治体チェック
（一致しているか）

国民健康
保険

業務
機能区分

データ項目 項番

税額更正

応能割算出根拠更新

賦課情報修正

賦課（オンライン）

税額仮計算
（仮計算画面）

特別徴収の異動処理
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事前検証のための調査票Ⅱ　処理機能（業務：国民健康保険）

機能区分1 機能区分２ 機能区分３

他税更正リスト
住民税・資産税での更正者をリストに出力する。

A-1

例月更正
資格、住民税、固定資産税の異動情報を基に、賦課の更正を
行う。

A-2

特別徴収異動通知
特別徴収各種異動情報を作成する。

A-3

未申告者一覧
未申告者を抽出し、未申告者一覧を作成する。

A-4

特別徴収結果情報登
録

年金保険者からの特別徴収結果情報を取り込む。
A-5

特別徴収候補者出力
特別徴収となる可能性のある者を抽出し、勧奨通知を作成す
る。 A-6

仮算定

仮算定有りのユーザーに対して仮算定処理を実施し、前年の
賦課算出基礎を用い新年度の賦課を発生させ仮算定通知書・
納付書を出力する。

B-1

前住地照会
1月2日以降の転入者に対して前住地への所得照会書を出力す
る。 B-2

所得調査
赤字所得者､専従者給与支払額の適正について判定を行い､
チェック結果をリストに出力する。 B-3

国保申告
住民税の申告内容が無い被保険者分に対して、国保申告書を
出力する。 B-4

特別徴収対象者抽出
特別徴収対象者情報の名寄せを行い、特別徴収の対象者を抽
出する。 B-5

本算定

・新年度賦課算出基礎を用いて本算定を行い､本算定通知書・
納付書を出力する。
・仮算定有りのユーザに対しては、仮算定の精算を行い期割
を行う。
・特別徴収者の判定を行い、特別徴収税額の算定を行う。

B-6

特別徴収依頼
年金保険者に対する特別徴収依頼通知を作成する。

B-7

調定表
賦課調定の対象データを全件抽出し､調定データを作成し、Ｃ
ＳＶ形式で出力する。 B-8

税の調べ
税の調べ（第１表から第６表）の統計資料を出力する。

B-9

基盤安定制度基礎表
基盤安定制度基礎表を出力する。

B-10

実態調査
賦課実態調査の統計資料を出力する。

B-11

年齢階層別収納状況
資料

年齢階層別の収納状況資料を出力する。
B-12

調整交付金
調整交付金の統計資料をＣＳＶ形式で出力する。

B-13

調定シミュレーショ
ン

予算対応として､仮の税率で試算し調定集計を行う。
実際の賦課情報は発生せず、調定額を算出しＣＳＶ形式で出
力する。

B-14

特別仮徴収情報作成
特別徴収継続者の仮徴収情報を作成する。

B-15

機能説明 項番
自治体チェック
（一致しているか）

国民健康
保険

年次処理

業務
機能区分

賦課処理
（バッチ）

月次処理
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事前検証のための調査票Ⅰ　データ項目（業務：介護保険）

機能区分1 機能区分2
賦課年度 A-1
延／督修正区分 A-2
変更後納期限年月日 A-3
督促状発行抑止 A-4
通知書通知理由 A-5
特徴中止事由 A-6
納期限変更理由 A-7
備考 A-8
延滞金調定額 A-9
督促料調定額 A-10
賦課年度 A-11
保険料更正区分 A-12
変更後年間保険料額 A-13
変更後確定保険料額 A-14
納入通知書変更事由 A-15
特徴中止期 A-16
普徴開始期／随時期 A-17
作成年度 A-18
納期限年月日 A-19
随時期作成 A-20
保険料変更後 A-21
期割（システム処理） A-22
合計（システム処理） A-23
納付情報 A-24
賦課対象基準日 A-25
異動年月日 A-26
異動事由 A-27
介護異動事由 A-28
特徴中止期 A-29
保険料更正区分 A-30
賦課済コード A-31
個人番号 A-32
ケース番号 A-33
福祉事務所コード A-34
削除区分 A-35
開始日 A-36
終了日 A-37
受給権停止区分 A-38
境界層対象者区分 A-39
支援給付対象者区分 A-40
個人番号 A-41
賦課年度 A-42
登録・削除処理区分 A-43
課税非課税区分 A-44
非課税区分 A-45
課税年金収入額 A-46
合計所得額 A-47
申告区分 A-48
激変緩和措置対象有無 A-49
納税者台帳番号 A-50
賦課年度 A-51
変更所得段階 A-52
所得段階取消区分 A-53
老齢福祉年金管理番号 A-54
処理区分（追加、訂正、削除） A-55
老齢福祉年金受給開始年月 A-56
老齢福祉年金受給終了年月 A-57
老齢福祉年金受給開始年度（基本自動設定） A-58
老齢福祉年金受給終了年度（基本自動設定） A-59
備考 A-60
賦課年度 A-61
住所 A-62
発行年月日 A-63

業務
機能区分

データ項目 項番

所得状況照会依頼書発行

自治体チェック
（一致しているか）

介護保険

納付原簿更新
納期限変更

延滞金・督促料額訂
正

保険料更正

（保険料更正、特別
徴収中止、特別徴収
中止の取り消し、現
年度随時期作成、年
度内随時期作成、過
年度随時期作成、特
別徴収の減免取り消
し）

賦課済コード変更

生活保護受給情報入力 登録、訂正、削除

参照用税情報入力

所得段階入力 登録、取り消し

老齢福祉年金受給情報入力 登録、訂正、削除
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事前検証のための調査票Ⅱ　処理機能（業務：介護保険）

機能区分1 機能区分２ 機能区分３

月次

・税情報データを格納し、「税情報異動者一覧」を出力す
る。
・エラーデータが存在する場合には「税情報取込エラーリス
ト」を出力する。

A-1

年次

・税情報データを格納し、「税情報異動者一覧」を出力す
る。
・エラーデータが存在する場合には「税情報取込エラーリス
ト」を出力する。

A-2

所得状況照会対象者
抽出

処理条件を指定し、所得状況の照会対象者をＤＢから抽出
し、所得状況照会対象者一覧表出力に引き渡すファイルを作
成する。

A-3

生保受給者確認リス
ト出力

処理条件を指定し、生活保護受給者、境界層対象者、支援給
付対象者の一覧を「生保受給登録者一覧表」に出力する。 A-4

住登外税情報一覧表
作成

処理条件を指定し、参照用税情報入力画面より入力した住登
外者の税情報を基に、「税情報確認一覧表」を出力する。 A-5

保険料調定一覧表出
力

処理条件を指定し、調定処理の結果を事前確認するための
「保険料調定一覧表」を出力する。 A-6

所得状況照会対象者
一覧表出力

所得状況照会が必要とされる対象者を「所得状況照会対象者
一覧表」に出力する。 A-7

所得段階入力者一覧
表作成

処理条件を指定し、パラメータで指定した賦課年度に対して
所得段階入力されている被保険者を抽出して「所得段階入力
者一覧表」を出力する。

A-8

調定処理

処理条件を指定し、普通徴収対象の被保険者を抽出し、被保
険者の所得段階および年間保険料を算出後、「保険料調定
チェックリスト」を出力する。

B-1

調定結果登録
処理条件を指定し、保険料徴収方法を「普通徴収」として各
種ＤＢに登録し、「保険料調定一覧表」を出力する。 B-2

調定処理

処理条件を指定し、被保険者の抽出を行い、被保険者の所得
段階および年間保険料を算出後、「保険料調定チェックリス
ト」を出力する。

B-3

調定結果登録
処理条件を指定し、各種ＤＢに登録し「保険料調定一覧表」
を出力する。 B-4

保険料調定一覧表出
力

処理条件を指定し、調定処理（確定賦課）を実施した後、Ｄ
Ｂ更新前に「保険料調定一覧表」を出力する。 B-5

調定処理

処理条件を指定し、　賦課対象となる被保険者を抽出し、被
保険者の所得段階および年間保険料を算出後、「保険料調定
チェックリスト」と過年度分異動者の「過年度チェックリス
ト」を出力する。

B-6

調定結果登録
処理条件を指定し、調定結果を各種ＤＢに登録し、「保険料
調定一覧表」を出力する。 B-7

調定処理

処理条件を指定し、被保険者の抽出を行い、被保険者の所得
段階および年間保険料を算出後、「保険料調定チェックリス
ト」を出力する。

B-8

調定結果登録
処理条件を指定し、調定結果を各種ＤＢに登録し、「保険料
調定一覧表」を出力する。 B-9

月次・翌年特徴中止
抑止処理

調定処理

・処理条件を指定し、減額更正による特別徴収中止者に対し
て、現年度分の特別徴収中止依頼情報作成を抑止し、翌年度
は特別徴収継続扱いとする。
・仮徴収額変更の対象者として「翌年度仮徴収額変更予定者
リスト」を出力する。

B-10

調定処理

処理条件を指定し、月次特徴対象となる被保険者を抽出し、
被保険者の所得段階および年間保険料を前年度の納付原簿よ
り取得後、不備データがあれば「月次特徴エラーリスト」を
出力する。

B-11

調定結果登録
処理条件を指定し、調定結果を各種ＤＢに登録し、「保険料
調定一覧表」を出力する。 B-12

月次特徴以外暫定期
間用処理

調定結果登録
処理条件を指定し、調定結果を各種ＤＢに登録し、「保険料
調定一覧表」を出力する。 B-13

調定処理

処理条件を指定し、過年度チェックリスト出力対象者より更
正すべき賦課年度を判定し、その年度ごとに被保険者の所得
段階および年間保険料を算出後、「保険料調定チェックリス
ト」を出力する。

B-14

調定結果登録
処理条件を指定し、各種ＤＢに登録し「保険料調定一覧表」
を出力する。 B-15

業務
機能区分

機能説明 項番
自治体チェック
（一致しているか）

介護保険

賦課準備（バッ
チ）

税情報取込処理

調定（バッチ）

暫定賦課

確定賦課

暫定月次処理

月次処理

月次特徴暫定期間用
処理

過年度処理
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（実運用試験）

自治体の行政改革モデル検証

１ 対象業務

住民税、住民基本台帳、介護保険、国民健康保険、
財務会計 文書管理 等

Webによる現状調査等を踏まえ ベンダ 各社が

財務会計、文書管理 等

２ フィールド実験による検証

Webによる現状調査等を踏まえ、ベンダー各社が

用意した業務アプリケーションの共通機能や独自
機能、操作感等の検証を、デモデータを用いて参加
市町村において実機で行う。

業務アプリケーション
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２ ブロードバンド・オープンモデルによる
地域課題解決支援システムの検証

・ 小・中学校教員の事務軽減

・ 全国のチャレンジドへのトップ技能修得機会の
提供提供

・ 医療統計情報共有ネットワークの構築医療統計情報共有ネットワ クの構築
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２ ブロードバンド・オープンモデルによる地域課題解決支援システムの検証

① 小・中学校教員の事務軽減

② チャレンジドへのトップ技能修得機会の

特定支援施設等

② チャレンジドへのトップ技能修得機会の
提供

③ 医療統計情報共有ネットワークの構築

データセンター

③ 医療統計情報共有ネットワ クの構築

医師 ②③

データセンター

特定支援施設等
一流パティシエ医師

① 特定支援施設等

小中学校教員、教育委員会等

①

②
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ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ・ｵｰﾌﾟﾝﾓﾃﾞﾙによる小・中学校教員の事務軽減

データセンター

地方の小学校地方の中学校

光ブロードバンド網を活用して情報等を共有

生徒・教職員の緊急連絡先の整理や発信
給食費や各種積み立て用口座番号の整理地方の教育委員会等 給食費や各種積み立て用口座番号の整理
消耗品等のオンライン購入
学校設備・備品の所有管理
教育委員会等への各種報告書の作成

地方の教育委員会等

教育委員会等への各種報告書の作成

地域の生徒名簿等の集計地域の生徒名簿等の集計
健康観察情報の集計・解析
学校年間行事の調整

20



ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ・ｵｰﾌﾟﾝﾓﾃﾞﾙによるトップスキル修得支援

全国の作業所等と全ての情報が共有でき、
動画像や音声、文字が安定して送受信可

一流シェフ、パティシエ

動画像や音声、文字が安定して送受信可
能。

高画質・高精細
画像により作成

リアルタイムでかつ双方向の質疑応
答 施 技 向 指答を実施し、技術の向上を目指す。

全 国 の 特 別 支 援 施 設 等

作 業 所
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実証実験のネットワークイメージ

実演場所実演場所
：1

MCU

光ブロードバンド回線

※MCU機能内蔵TV回議端末、
ディスプレイを準備

Internet

Web会議
サーバ

配信
サーバ

光ブロードバンド回線

・・・・・

既設のブロードバンド回線

・・・・・
※拠点毎TV会議端末、ディスプレイを準備

※拠点毎PC+Webカメラを準備

特別支援学校等
：4

利用者自宅
：300

※拠点毎PC+Webカメラを準備
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必要設備の構成（例）

Web会議
サーバ

拠点内

実演場所

MCU

配信
サーバ

ディスプレイ
光終端装置

（ONU）

拠点内
LAN

ルータブロードバンド
回線

TV会議端末（MCU内蔵）
（本体＋カメラ＋マイク）※TV会議端末機種

によっては不要

Internet
特別支援学校等

光終端装置
（ONU）

学校内
LAN

ディスプレイ
ルータブロードバンド

回線
TV会議端末

（本体＋カメラ＋マイク）※TV会議端末機種
によっては不要

自宅

光終端装置
（ONU） ディスプレイ

ルータブロードバンド
回線

PC
周辺機器

（カメラ＋マイク）

：新規調達が必要な機器･設備

：既存物品の流用も可能な機器･設備
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医療統計情報分散共有ネットワークの構築①

Ａ病院 Ｂ病院 Ｃ病院

医療情報 医療情報 医療情報医療情報 医療情報 医療情報

医療統計情報
（匿名情報化）

医療統計情報
（匿名情報化）

医療統計情報
（匿名情報化）（匿名情報化） （匿名情報化） （匿名情報化）

Ａ病院
ＤＢ１

Ｂ病院
ＤＢ２

Ｃ病院
ＤＢ３

Ｂ病院 Ｃ病院 Ａ病院 Ｃ病院 Ａ病院 Ｂ病院

分散保存 分散保存分散保存

ＤＢ１ ＤＢ２ ＤＢ３ ＤＢ１ ＤＢ２ ＤＢ３
病院
ＤＢ１

病院
ＤＢ２

病院
ＤＢ３

教 育 研 究

実際に必要なデータだけを収集・活用
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医療統計情報分散共有ネットワークの構築②

散保ファイル断片を分散保存

いくつかのサ バが

サーバＣ

いくつかのサーバが
使用不能でも他の
サーバから復元が
可能

サ バＣ

断片化されたファイル
からは解読不可能。

ファイル断片を分散保存

ファイル断片を分散保存

災害・破壊などに対す
る耐障害性を確保。

サーバＢ

サーバＡ
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